
堺市生活困窮者自立相談支援事業 

堺市生活・仕事応援センター「すてっぷ・堺」取り組み状況について 

１．事業概要 

平成２７年４月に施行した「生活困窮者自立支援法」は生活保護に至る前の段階における相談支援

や多様な就労支援等の自立支援策を強化し、生活困窮者に対する総合的な支援を行うものです。社会

的孤立や経済的困窮を要因とした生活困窮者を含め、地域のさまざまな“困りごと”に対して、社協

らしく地域にねざした相談支援を行うことを目的に実施します。 

自立相談支援事業 

○名 称：堺市生活・仕事応援センター すてっぷ・堺（堺市委託事業） 

○人員：主任相談支援員１名、相談支援員６名、就労支援員２名 （※堺市より民間人材派遣会社へ委託）○

自立相談支援事業（支援内容）→『伴走型の支援』 

・相談支援（生活課題の把握及び本人の状況に応じた支援プランの作成、収支状況整理など） 

・就労支援（職種選定、求人情報提供、書類作成、面接対策など） 

・住居確保給付金の申請受付（離職等により住居にお困りの求職者への家賃相当額の支給） 

・各区役所での巡回相談（堺区以外の区役所内「社協区事務所」／週１回・9:30～17:00） 

○対象者：生活保護受給者以外の生活困窮者（経済的要因や社会的孤立などで生活に困窮している人） 

関連事業・任意事業 

○住居確保給付金：就職活動を支えるため、原則３か月の住居確保給付金を支給し、就労機会の確保

に向けた支援を行う。【すてっぷ・堺】 

○就労準備支援事業：直ちに一般就労に就くことが困難な者（就職まで一定期間を要する方）を対象

に、就労に向け、日常生活自立、社会生活自立、就労自立に関する支援を計画的かつ一貫して行い、

基礎能力の形成を図る。【受託団体：堺市就労支援協会】 

○就労訓練事業（中間的就労）：就労への移行のため柔軟な働き方をする必要がある方を対象に、一般

事業所において、本人に応じた業務を行うことで、仕事の雰囲気を体得し、一般就労に向けた支援

を行う。【認定事業所：堺市内 18か所】 

○学習と居場所づくり支援事業：生活困窮世帯、児童扶養手当受給世帯、非課税世帯、生活保護受給

世帯の高校生等の子ども無料で学習できる場、居場所となる場（Litto）を提供し、就学意識の向上

や学習習慣の形成、社会性の育成等を図り貧困の連鎖を防止する。【受託団体：NPO法人み・らいず】 
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２．事業実施状況（平成 26年度～平成 29年度） 

 平成26年度モデル事業 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

事業 

※平成 26年 6月 16日開所 

自立相談支援事業 

家計相談支援事業 

自立相談支援事業 

・住居確保給付金 

・区役所での巡回相談 

自立相談支援事業 

・住居確保給付金 

・区役所での巡回相談 

自立相談支援事業 

・住居確保給付金 

・区役所での巡回相談 

体制 

主任相談支援員１ 

相談支援員３ 

就労支援員１ 

主任相談支援員１ 

相談支援員６ 

就労支援員１ 

主任相談支援員１ 

相談支援員６ 

就労支援員２ 

主任相談支援員１ 

相談支援員６ 

就労支援員２ 

支援 

実績 

新規相談：372件 

支援回数：2,770回 

プラン件数：57件 

就職：79.2%（42/53） 

新規相談：1,202件 

支援回数：9,306回 

プラン件数：177件 

就職：86.7%(104/120) 

新規相談：1,097件 

支援回数：8,923回 

プラン件数：184件 

就職：86.0%(92/107) 

新規相談：1,962件 

支援回数：8,908回 

プラン件数：351件 

就職：79.3%(92/116) 

会議 
支援調整会議14回 

総合相談ｼｽﾃﾑ検証会議 

支援調整会議22回 

総合相談ｼｽﾃﾑ検証会議 

支援調整会議22回 

所内会議 

支援調整会議23回 

所内会議 

特徴 
協働型の支援体制 

地域ｱｳﾄﾘｰﾁ拠点ﾓﾃﾞﾙ 

民生委員会連携 

検証シートの活用 

生活支援課 

プロジェクト検討 

相談件数・プラン増加 

合同ケース検討会 

 

堺市社協における生活困窮者支援の特徴 

①初期設定と総合相談評価システムの開発、 

②協働型の自立相談支援体制、 

③地域アウトリーチ機能（巡回相談）、 

④「評価シート」による実践評価、 

⑤「実践→評価→課題蓄積→開発」の循環 

 

 

 

 

 

 

３．今年度の相談支援実績（平成 30年 4月～8月※一部集計中） 

（１）新規相談件数：８２８件／支援回数（のべ）：３，１４１回 

 4月 5月 6月 7月 8月 

新規件数 164 153 151 191 169 

支援回数 662 691 576 591 621 

（２）うち巡回相談：新規１３５件／支援回数：１，１４４回 

 中区 東区 西区 南区 北区 美原区 

新規件数 16 6 13 10 9 2 

支援回数 86 79 107 129 36 32 

（３）支援プラン策定：１２８件、終結：４５件 

（４）就労決定件数 ：３９件（対象５５件／就職決定率 70.9％） 

（５）住居確保給付金：相談１７件／申請４件（給付のべ１３件） 

 

 

４．特徴と今後に向けて（成果・課題） 

１）相談体制の安定化…法施行３年で制度周知と支援内容が定着し、相談件数・プラン件数が増加 

２）社協内外との支援ネットワークの構築…他機関や社協内の機能を駆使して横断的支援の実施 

３）ネットワーク形成・地域づくり…各種会議や研修の機会での事例共有と地域活動との連携 

４）生活困窮者支援を通じた資源開発…３つのプロジェクト（仕事・お金・住まい）の企画検討 
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